
高知県畜産競争力強化整備事業費補助金交付要綱一部改正新旧対照表

改正後 現行

第１条（略）

（補助目的及び補助対象事業）

第２条 県は、地域産業の核として必要不可欠な存在である畜産の収益力・生産基

盤を強化するとともに、国際競争力の強化を図るため、畜産・酪農収益力強化

総合対策基金等事業実施要綱（平成 28年１月 20日付け 27生畜第 1574号農
林水産事務次官依命通知。以下「実施要綱」という。）及び畜産・酪農収益力

強化総合対策基金等事業実施要領（平成 28年 1月 20日付け 27生畜第 1621
号農林水産省生産局長通知。以下「実施要領」という。）に基づき、市町村（以

下「補助事業者」という。）が、別表１に掲げる事業実施主体に対して補助を

行い実施する事業に要する経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付する。

（補助対象経費及び補助率）

第３条 前条に規定する補助対象事業（以下「補助事業」という。）に係る補助対

象経費及びこれに対する補助率並びに事業実施主体については、別表１に定めると

おりとする。

（補助金の交付の申請）

第４条 補助事業者は、補助金の交付を申請しようとするときは、別表３に掲げる

補助金交付申請書１部を、知事が別に定める日までに知事に提出しなければならな

い。

２ （略）

（補助事業の着工）

第５条 補助事業者は、補助事業を着工する場合は、原則として、次条第１項の規

定による補助金交付決定通知に基づき行うものとする。ただし、やむを得ない事由

第１条（略）

（補助目的及び補助対象事業）

第２条 県は、地域産業の核として必要不可欠な存在である畜産の収益力・生産基

盤を強化するとともに、国際競争力の強化を図るため、畜産・酪農収益力強化総合

対策基金等事業実施要綱（平成 28年１月 20日付け 27生畜第 1574号農林水産事
務次官依命通知。以下「実施要綱」という。）及び畜産・酪農収益力強化総合対策

基金等事業実施要領（平成 28年 1月 20日付け 27生畜第 1621号農林水産省生産
局長通知。以下「実施要領」という。）に基づき、市町村（以下「補助事業者」と

いう。）が、畜産クラスター協議会（実施要綱第２の 1に定めるものをいう。以下
同じ。）に対して補助を行い実施する事業に要する経費に対し、予算の範囲内で補

助金を交付する。

（補助対象経費及び補助率）

第３条 前条に規定する補助対象事業（以下「補助事業」という。）に係る補助対

象経費及びこれに対する補助率は、別表１に定めるとおりとする。

（補助金の交付の申請）

第４条 補助事業者は、補助金の交付を申請しようとするときは、別記第１号様式

による補助金交付申請書１部を、知事が別に定める日までに知事に提出しなけれ

ばならない。

２ （略）

（補助事業の着工）

第５条 補助事業者は、補助事業を着工する場合は、原則として、次条第１項の規

定による補助金交付決定通知に基づき行うものとする。ただし、やむを得ない事由



により補助金の交付の決定前に着工する必要がある場合は、補助事業者は、別表３

に掲げる補助金交付決定前着工届１部を知事に提出しなければならない。

第６条 （略）

（補助の条件）

第７条 補助金の交付の目的を達成するため、補助事業者は、次に掲げる事項を遵

守しなければならない。

（１） （略）

（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合は、別表３に掲げる中止（廃止）承認

申請書１部を知事に提出し、その承認を受けなければならないこと。

（３）～（７） （略）

（８）補助する者は、間接補助金の交付に当たっては、間接補助事業者に県税及び

県に対する税外未収金債務の滞納がないことを確認すること。

（補助事業の変更）

第８条 補助事業者は、次の各号に掲げるいずれかの事項に係る変更をしようとす

るときは、あらかじめ別表３に掲げる補助事業変更承認申請書１部を知事に提

出し、その承認を受けなければならない。ただし、別表１の補助対象経費の欄

に掲げる１及び２の事業の相互間における経費の流用をしてはならない。

（１） （略）

（２）別表１の補助対象経費欄の１の(４)とそれ以外の経費の相互間、２の(１)及び
(２)の経費の相互間において経費を流用する場合

（３）～（４） （略）

（５）別表の補助対象経費欄の１の(１)、(２)及び(３)若しくは２の(１)の経費に係
る補助金の増加又は 30パーセントを超える減少の場合

２ （略）

（補助事業遂行状況報告書）

により補助金の交付の決定前に着工する必要がある場合は、補助事業者は、別記第

２号様式による補助金交付決定前着工届を知事に提出しなければならない。

第６条 （略）

（補助の条件）

第７条 補助金の交付の目的を達成するため、補助事業者は、次に掲げる事項を遵

守しなければならない。

（１） （略）

（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合は、別記第３号様式により知事の承認

を受けなければならないこと。

（３）～（７） （略）

（８）補助する者は、間接補助金の交付に当たっては、間接補助事業者に県税の滞

納がないことを確認すること。

（補助事業の変更）

第８条 補助事業者は、次の各号に掲げるいずれかの事項に係る変更をしようとす

るときは、あらかじめ別記第４号様式による補助事業変更承認申請書１部を知

事に提出し、その承認を受けなければならない。

（１） （略）

（２）別表の補助対象経費欄の１から２へ経費を流用する場合

（３）～（４） （略）

（５）別表の補助対象経費欄の１の(１)若しくは(２)の経費に係る補助金の増加又
は 30パーセントを超える減少の場合

２ （略）

（補助事業遂行状況報告書）



第９条 補助金の交付の決定に係る年度の 12月 31日現在において別表３に掲げる
補助事業遂行状況報告書１部を作成し、当該年度の１月 20日までに知事に提出
しなければならない。

（補助事業の実績報告等）

第 10条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、補助事業の完了した日から

起算して 30日を経過した日又は当該年度の３月 31日のいずれか早い日までに補
助事業の成果を記載した別表３に掲げる補助事業実績報告書１部を知事に提出

しなければならない。ただし、これにより難い場合は、翌年度の４月 15日まで
に提出しなければならない。

２ （略）

３ 第４条第２項ただし書により交付の申請をした補助事業者は、第１項の補助事

業実績報告書を提出した後において、消費税の申告により当該補助金に係る消費

税仕入控除税額等が確定した場合には、その金額（前項の規定により減額した各

事業実施主体にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を別表３に

掲げる消費税仕入控除税額等報告書により速やかに知事に報告するとともに、知

事の返還命令を受けて、これを返還しなければならない。

また、当該補助金に関する消費税仕入控除税額等が明らかにならない場合又は

当該消費税仕入控除税額等がない場合は、その状況等について、当該補助金の額

の確定のあった日の翌年６月 20日までに、同様式により知事に報告しなければ
ならない。

（補助金の概算払）

第 11条 知事は、既に着手した補助事業で必要があると認めるものについて、補

助金の概算払をすることができる。

２ 前項の規定に基づき補助金の交付を受けようとする補助事業者は、別表３に掲

げる概算払請求書に知事が別に定める書類を添えて、１部を知事に提出しなけれ

ばならない。

第９条 補助金の交付の決定に係る年度の12月31日現在において別記第５号様式
による補助事業遂行状況報告書１部を作成し、当該年度の１月 20日までに知事
に提出しなければならない。

（補助事業の実績報告等）

第 10条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、補助事業の完了した日から

起算して30日を経過した日又は当該年度の３月31日のいずれか早い日までに補
助事業の成果を記載した別記第６号様式による補助事業実績報告書１部を知事

に提出しなければならない。ただし、これにより難い場合は、翌年度の４月 15
日までに提出しなければならない。

２ （略）

３ 第４条第２項ただし書により交付の申請をした補助事業者は、第１項の実績報

告書を提出した後において、消費税の申告により当該補助金に係る消費税仕入控

除税額等が確定した場合には、その金額（前項の規定により減額した各事業実施

主体にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を別記第７号様式に

より速やかに知事に報告するとともに、知事の返還命令を受けて、これを返還し

なければならない。

また、当該補助金に関する消費税仕入控除税額等が明らかにならない場合又は

当該消費税仕入控除税額等がない場合は、その状況等について、当該補助金の額

の確定のあった日の翌年６月 20日までに、同様式により知事に報告しなければ
ならない。

（補助金の概算払）

第 11条 知事は、既に着手した補助事業で必要があると認めるものについて、補

助金の概算払をすることができる。

２ 前項の規定に基づき補助金の交付を受けようとする補助事業者は、別記第８号

様式による概算払請求書に知事が別に定める書類を添えて、１部を知事に提出し

なければならない。



（繰越承認申請）

第12条 補助事業者は、補助事業が年度内に完了し難いと認められ、事業を翌年度

に繰り越す必要がある場合は、速やかに別表３に掲げる繰越承認申請書を提出

し、知事の承認を受けなければならない。

２ （略）

３ 補助事業者は、第１項の規定により知事の承認を受けた場合は、別表３に掲げ

る年度終了実績報告書を当該年度の４月10日までに知事に提出しなければなら
ない。

第 13条 （略）

（関係書類の保管）

第 14条 補助事業者は、補助事業に係る帳簿及び関係書類を、当該補助事業の終

了年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。ただし、補助事業

により取得した財産１件当たり取得価格が 50万円以上の機械及び器具で、処分
制限期間を経過しないものにあっては、別表３に掲げる財産管理台帳及びその他

関係書類を保管しなければならない。

第 15条～第 17 条 （略）

附 則

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

２ この要綱は、令和４年５月 31日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に
基づき交付された補助金については、第７条、第 10条第３項、第 13条、第 14
条及び第 16条の規定は、同日以降もなおその効力を有する。

附 則

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

（繰越承認申請）

第 12条 補助事業者は、補助事業が年度内に完了し難いと認められ、事業を翌年

度に繰り越す必要がある場合は、速やかに別記第９号様式による繰越承認申請書

を提出し、知事の承認を受けなければならない。

２ （略）

３ 補助事業者は、第１項の規定により知事の承認を受けた場合は、別記第 10号
様式による年度終了報告書を当該年度の４月 10日までに知事に提出しなければ
ならない。

第 13条 （略）

（関係書類の保管）

第 14条 補助事業者は、補助事業に係る帳簿及び関係書類を、当該補助事業の終

了年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。ただし、補助事業

により取得した財産１件当たり取得価格が 50万円以上の機械及び器具で、処分
制限期間を経過しないものにあっては、別記第 11号様式による財産管理台帳及
びその他関係書類を保管しなければならない。

第 15条～第 17条 （略）

附 則

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

２ この要綱は、令和３年５月 31日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に
基づき交付された補助金については、第７条、第 10条第３項、第 13条、第 14
条及び第

16条の規定は、同日以降もなおその効力を有する。

［新設］



別表１（第３条関係） 別表１（第３条関係）

補 助 対 象 経 費 補 助 率

１ 畜産競争力強化整備事業費

（１）畜産競争力強化に資する施設整備

実施要領別紙１の第１の１に定める施設等

の整備を行うもので、次の①から⑤までに掲

げるもの。

①家畜飼養管理施設等

②家畜排せつ物処理施設等

③自給飼料関連施設等

④畜産物加工、展示・販売施設等

⑤①～④の施設等の補改修

（①～③の整備については、原則として実

施要領別紙１の第７の12に掲げる基準事業

費を補助対象の上限とする。）

（２）家畜の導入

実施要領別紙１の第１の２に定める家畜の

導入を行うもの。（実施要領別紙１の第５に

定める借受者に（１）の施設と一体的に貸し

付けまたは助成する場合に限る。）

（３）特別承認施設整備

高知県産業振興推進総合支援事業費補助金

の交付要綱に定める特別承認事業の採択を受

けた（１）の施設整備ならび（２）の家畜導

入

２分の１以内

２分の１以内

（ただし 導入する家畜１頭、

当たりの補助額の上限は 妊、

娠牛については27.5万円、

繁殖に供する雌牛について

は17.5万円、繁殖に供する

雌豚については4.0万円と

する。）

３分の２以内



２ 附帯事務費

補助事業者が１の経費に係る事業を実施する

に当たり要する事務費とし、対象となる事業に

要する総事業費の1 . 0 ％以内の額とする。使途

基準は別表２に掲げるとおりとする。

２分の１以内



別表２ （略）

別表３

提出書類 区分

１ 畜産・酪農収益力強化

整備事業

２ 畜産環境対策整備事業

補助金交付申請書

（第４条関係）

第１－１号様式 第１－２号様式

補助金交付決定前着工届

（第５条関係）

第２－１号様式 第２－２号様式

中止（廃止）承認申請書

（第７条関係）

第３－１号様式 第３－２号様式

補助事業変更承認申請書

（第８条関係）

第４－１号様式 第４－２号様式

補助事業遂行状況報告書

（第９条関係）

第５－１号様式 第５－２号様式

補助事業実績報告書

（第 10 条関係）

第６－１号様式 第６－２号様式

消費税仕入控除税額等報

告書

（第 10 条関係）

第７－１号様式 第７－２号様式

概算払請求書

（第 11 条関係）

第８－１号様式 第８－２号様式

繰越承認申請書

（第 12 条関係）

第９－１号様式

別紙１－１、２－１、３

－１

第９－２号様式

別紙１－２、２－２、３

－２

年度終了実績報告書

（第 12 条関係）

第 10－１号様式 第 10－２号様式

財産管理台帳

（第 14 条関係）

第 11－１号様式 第 11－２号様式

別表２ （略）

［新設］



２ （略）

別記
第１ 号様式（第４条関係）－1

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

所在地
市町村長

令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業費補助金
交付申請書（畜産・酪農収益力強化整備事業）

（畜産・酪農収益力強令和 年度において、以下のとおり畜産競争力強化整備事業
を実施したいので、高知県畜産競争力整備事業費補助金交付要綱第４条化整備事業）

第１項の規定により、補助金 円の交付を申請します。

記

１ 事業の目的（成果）

２ （略）

別記
第１号様式（第４条関係）

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

所在地
市町村長 印

令和 年度高知県畜産競争力強化整備

事業費補助金交付申請書

令和 年度において、下記のとおり畜産競争力強化整備事業を実施したいので、高知
県畜産競争力整備事業費補助金交付要綱第４条第１項の規定により、補助金
円の交付を申請します。

記

１ 事業の目的（成果）





［新設］



第２号様式（第５条関係）

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

提出 市町村長 印

事業実施主体名
代表者氏名 印

令和 年度高知県畜産競争力強化整備

事業費補助金の交付決定前着工届

令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業費補助金交付要綱第５条ただし書の規
定により 別添事業について 下記条件を了承の上 補助金交付決定前に着工したい、 、 、
ので、届け出ます。

記

１ 補助金の交付の決定を受けるまでの間に、天災地変の事由によって実施した事業
に損失を生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担すること。
２ 補助金の交付の決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しな
い場合においても、異議がないこと。
３ 当該事業については、着工から補助金の交付の決定を受けるまでの期間は、計画
変更は、行わないこと。

第２ 号様式（第５条関係）－１

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

提出 市町村長

事業実施主体名
代表者氏名

令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業費補助金
の交付決定前着工届（畜産・酪農収益力強化整備事業）

令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業費補助金交付要綱第５条ただし書の規
定により 別添事業について 下記条件を了承の上 補助金交付決定前に着工したい、 、 、
ので、届け出ます。

記

１ 補助金の交付の決定を受けるまでの間に、天災地変の事由によって実施した事業
に損失を生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担すること。
２ 補助金の交付の決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しな
い場合においても、異議がないこと。
３ 当該事業については、着工から補助金の交付の決定を受けるまでの期間は、計画
変更は、行わないこと。

別 添



第３ 号様式（第７条関係）－１

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

所在地
市町村長

令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業費補助金
中止（廃止）承認申請書（畜産・酪農収益力強化整備事業）

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で交付の決定通知がありまし
た事業について、下記のとおり中止 廃止 したいので、高知県畜産競争力強化整備事( )

業費補助金交付要綱第７条の規定により、その承認を申請します。

記

１ 中止 廃止 の理由( )

２ 中止の期間（廃止の時期）

第３号様式（第７条関係）

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

所在地
市町村長 印

令和 年度高知県畜産競争力強化整備

事業費補助金中止（廃止）承認申請書

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で交付の決定通知がありまし
た事業について、下記のとおり中止 廃止 したいので、高知県畜産競争力強化整備事( )

業費補助金交付要綱第７条の規定により、その承認を申請します。

記

１ 中止 廃止 の理由( )

２ 中止の期間（廃止の時期）



第４ 号様式（第８条関係）－１

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

所在地
市町村長

令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業費補助金
変更承認申請書（畜産・酪農収益力強化整備事業）

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の交付の決定通知があ
りました令和 年度畜産競争力強化整備事業 につ（畜産・酪農収益力強化整備事業）
いて下記のとおり変更したいので、高知県畜産競争力強化整備事業費補助金交付要綱
第８条第１項の規定により、補助金 円の交付を申請します。

記

（注）１ 記の記入要領は、別記第１号様式に準ずるものとします。この場合におい
て、同様式「事業の目的」を「変更の理由」と書き換え、補助金の交付の決
定により通知された事業の内容及び経費の配分と変更後の事業の内容及び経
費の配分とを容易に比較対比することができるように変更部分を二段書きに
し、変更前を括弧書きで上段に記入してください。ただし、当該変更の対象
外となる事項については、省略してください。

２ 添付書類については、補助金交付申請書に添付したものに変更がある
場合についてのみ添えてください。

第４号様式（第８条関係）

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

所在地
市町村長 印

令和 年度高知県畜産競争力強化整備

事業費補助金変更承認申請書

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の交付の決定通知があ
りました令和 年度畜産競争力強化整備事業について下記のとおり変更したいので、
高知県畜産競争力強化整備事業費補助金交付要綱第８条第１項の規定により、補助金

円の交付を申請します。

記

（注）１ 記の記入要領は、別記第１号様式に準ずるものとします。この場合におい
て、同様式「事業の目的」を「変更の理由」と書き換え、補助金の交付の決
定により通知された事業の内容及び経費の配分と変更後の事業の内容及び経
費の配分とを容易に比較対比することができるように変更部分を二段書きに
し、変更前を括弧書きで上段に記入してください。ただし、当該変更の対象
外となる事項については、省略してください。

２ 添付書類については、補助金交付申請書に添付したものに変更がある
場合についてのみ添えてください。



第５ 号様式（第９条関係）－１

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

所在地
市町村長

令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業費補助金
遂行状況報告書（畜産・酪農収益力強化整備事業）

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の（変更）交付の決定
（畜産・酪農収益力強化整備事通知がありました令和 年度畜産競争力強化整備事業

について、高知県畜産競争力強化整備事業費補助金交付要綱第９条の規定によ業）
り、その遂行状況を下記のとおり報告します。

第５号様式（第９条関係）

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

所在地
市町村長 印

令和 年度高知県畜産競争力強化整備

事業費補助金遂行状況報告書

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の（変更）交付の決定
通知がありました令和 年度畜産競争力強化整備事業について、高知県畜産競争力強
化整備事業費補助金交付要綱第９条の規定により、その遂行状況を下記のとおり報告
します。

記



第６ 号様式（第 条関係）－１ 10

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

所在地
市町村長

令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業費補助金
実績報告書（畜産・酪農収益力強化整備事業）

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の（変更）交付の決定
（畜産・酪農収益力強化整備事通知がありました令和 年度畜産競争力強化整備事業

について、下記のとおり実施したので、高知県畜産競争力強化整備事業費補助金業）
交付要綱第 条第１項の規定により、その実績を報告します。10

記

（注）１ 記の記入要領は、別記第１号様式に準ずるものとします。（注）１ 記の記入要領は、別記第１号様式に準ずるものとします。

２ 補助金の（変更）交付決定により通知された事業の内容等と事業実績の内
容等とに変更がある場合は、変更内容を容易に比較対比することができるよ
う変更部分を二段書きにし、変更前を括弧書きで上段に記入してください。
なお、当該変更の対象外となる事項については、省略してください。

３ 収支精算の原本証明は、必要ないものとします。

４ 添付書類は、別記第 号様式による財産管理台帳及び補助金交11－１
付申請書に添えたもので変更がある書類、帳簿、契約書、請求書、領収
書等の写し及び事業実施等の確認ができる書類（出来高設計書等）とし
ます。

第６号様式（第 条関係）10

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

所在地
市町村長 印

令和 年度高知県畜産競争力強化整備

事業費補助金実績報告書

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の（変更）交付の決定
通知がありました令和 年度畜産競争力強化整備事業について、下記のとおり実施し
たので、高知県畜産競争力強化整備事業費補助金交付要綱第 条第１項の規定によ10

り、その実績を報告します。

記



第７号様式（第 条関係）10

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

市町村長 印

令和 年度消費税仕入控除税額等報告書

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の（変更）交付の決定通
知がありました令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業費補助金について、高知県
畜産競争力強化整備事業費補助金交付要綱第 条第３項の規定により、下記のとおり10

報告します。

記

１ 補助金の確定額 金 円
（令和 年 月 日付け 第 号による確定通知額）

２ 補助金の確定時に減額した消費税仕入控除税額 金 円
３ 消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額等 金 円
４ 補助金返還相当額（３－２） 金 円

（注）記載内容の確認のため、次の資料を添えてください。

なお、間接補助事業者が法人格を有しない組合等の場合は全ての構成員分を添えてくださ

い。

・消費税確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）

・付表２「課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し

・３の金額の積算内訳

・間接補助事業者が消費税法第 条第４項に定める法人等である場合は、同項に規定する特60

５ 当該補助金に関する消費税仕入控除税額等が明らかにならない場合、その状況を
記入
［ ］

（注）消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時期も

記入してください。

６ 当該補助金に関する消費税仕入控除税額等がない場合、その理由を記入

第７ 号様式（第 10 条関係）－１

第 号

令和 年 月 日

高知県 知事 様

市町村長

高知 県 畜産 競 争力 強 化整 備 事業 費 補助 金令 和 年 度

消費税仕入控除税額等報告書（畜産・酪農収益力強化整備事業）

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の（変更）交付の決

（畜産・定通知がありました令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業費補助金

について、高知県畜産競争力強化整備事業費補助金交酪農収益力強化整備事業）

付要綱第 10 条第３項の規定により、下記のとおり報告します。

記

１ 補助金の確定額 金 円

（令和 年 月 日付け 第 号による確定通知額）

２ 補助金の確定時に減額した消費税仕入控除税額 金 円

３ 消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額等 金 円

４ 補助金返還相当額（３－２） 金 円

（注）記載内容の確認のため、次の資料を添えてください。

なお、間接補助事業者が法人格を有しない組合等の場合は全ての構成員分を添

えてください。

・消費税確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）

・付表２「課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し

・３の金額の積算内訳

・間接補助事業者が消費税法第 60 条第４項に定める法人等である場合は、同項

に規定する特定収入の割合を確認することができる資料



（注）消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時期も

記入してください。

６ 当該補助金に関する消費税仕入控除税額等がない場合、その理由を記入
［ ］

（注）記載内容の確認のため、次の資料を添えてください。

なお、間接補助事業者が法人格を有しない組合等の場合は全ての構成員分を添えてくださ

い。

・免税事業者の場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業者の場合は所

得税）確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）及び損益計算書等、売上高を確

認することができる資料

・簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における消費税確定申告

書（簡易課税用）の写し（税務署の収受印等のあるもの）

・間接補助事業者が消費税法第 条第４項に定める法人等である場合は、同項に規定する60

［ ］

（注）記載内容の確認のため、次の資料を添えてください。

なお、間接補助事業者が法人格を有しない組合等の場合は全ての構成員分を添えてくださ

い。

・免税事業者の場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業者の場合は所

得税）確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）及び損益計算書等、売上高を確

認することができる資料

・簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における消費税確定申告

書（簡易課税用）の写し（税務署の収受印等のあるもの）

・間接補助事業者が消費税法第 条第４項に定める法人等である場合は、同項に規定する60



第８ 号様式（第 条関係）－１ 11

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

所在地
市町村長

令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業費補助金
概算払請求書（畜産・酪農収益力強化整備事業）

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の（変更）交付の決定通知があ
りました令和 年度畜産競争力強化整備事業 につ（畜産・酪農収益力強化整備事業）
いて、下記により金 円を概算払によって交付されますよう、高知県畜産競争力
強化整備事業費補助金交付要綱第 条第２項の規定により、請求します。11

第８号様式（第 条関係）11

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

所在地
市町村長 印

令和 年度高知県畜産競争力強化整備

事業費補助金概算払請求書

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の（変更）交付の決定通知があ
りました令和 年度畜産競争力強化整備事業について、下記により
金 円を概算払によって交付されますよう、高知県畜産競争力強化整備事業費補
助金交付要綱第 条第２項の規定により、請求します。11

記



第９ 号様式（第 条関係）－１ 12

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

所在地
市町村長

令和 年高知県畜産競争力強化整備事業費補助金
繰越承認申請書（畜産・酪農収益力強化整備事業）

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の交付（変更）決定通知のあり
（畜産・酪農収益力強化整備事業）ました令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業

について、令和 年度内にこれを完了することが困難となりましたので、高知県畜産
競争力強化整備事業費補助金交付要綱第 条第１項の規定により、繰越の承認を申請12

します。

記

１．理由書
別紙１ のとおり－１

２．箇所別調書
別紙２ のとおり－１

３．工程表及び位置図
別紙３ のとおり－１

第９号様式（第 条関係）12

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

所在地
市町村長 印

令和 年高知県畜産競争力強化整備

事業費補助金繰越承認申請書

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の交付（変更）決定通知のあり
ました令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業について、令和 年度内にこれを完
了することが困難となりましたので、高知県畜産競争力強化整備事業費補助金交付要
綱第 条第１項の規定により、繰越の承認を申請します。12

記

１．理由書
別紙１のとおり

２．箇所別調書
別紙２のとおり

３．工程表及び位置図
別紙３のとおり



別紙１ （第９号様式関係）－１
理 由 書

事 項 名 高知県畜産競争力強化整備事業費補助金
（畜産・酪農収益力強化整備事業）

箇 所 名 ○○市町村○○地区

予算額（補助金） 円
うち繰越額 円

繰 越 事 由 ○ ○ ○

＜記載例＞
本地区は、～を目的として、～の整備を行うものであり、令和○○年３月末の完

成を目指していた。
令和○○年○○月に事業実施主体である○○協議会が精査したところ、○○な

ど、再検討せざるを得ず、不測の日数○○か月を要し、年度内の完成が困難となっ
たものである。
なお、本工事については、令和○○年○○月に完成する予定である。

注：１ 理由書は、繰越地区ごとに作成する。
２ 繰越事由の○○○欄には、該当する繰越条件（計画に関する諸条件、設計に
関する諸条件、気象の関係、用地の関係、補償処理の困難又は資材の入手難）
を記載する。
３ 繰越事由の具体的な内容は 「繰越ガイドブック（財務省発行 」の第Ⅱ章の、 ）
第２節明許繰越及び翌債を行う場合の事由等を参考にして記載する。

別紙１（第９号様式関係）
理 由 書

事 項 名 高知県畜産競争力強化整備事業費補助金

箇 所 名 ○○市町村○○地区

予算額（補助金） 円
うち繰越額 円

繰 越 事 由 ○ ○ ○

＜記載例＞
本地区は、～を目的として、～の整備を行うものであり、令和○○年３月末の完
成を目指していた。
令和○○年○○月に事業実施主体である○○協議会が精査したところ、○○な
ど、再検討せざるを得ず、不測の日数○○か月を要し、年度内の完成が困難となっ
たものである。
なお、本工事については、令和○○年○○月に完成する予定である。

注：１ 理由書は、繰越地区ごとに作成する。
２ 繰越事由の○○○欄には、該当する繰越条件（計画に関する諸条件、設計に
関する諸条件、気象の関係、用地の関係、補償処理の困難又は資材の入手難）
を記載する。
３ 繰越事由の具体的な内容は 「繰越ガイドブック（財務省発行 」の第Ⅱ章の、 ）
第２節明許繰越及び翌債を行う場合の事由等を参考にして記載する。





第 号様式（第 条関係）10 12－１

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

所在地
市町村長

令 和 年 度高 知 県畜 産 競争 力 強化 整 備事 業 費補 助 金
年度終了実績報告書（畜産・酪農収益力強化整備事業）

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の（変更）交付の決定があ
（畜産・酪農収益力強化整備事りました令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業

について、令和 年度の事業を完了しましたので、高知県畜産競争力強化整備事業）
業費補助金交付要綱第 条第３項の規定により報告します。12

記

（注）１ 記の記入要領は、別記第１号様式に準ずるものとします。この場合におい
て、同様式中「事業の目的」を「事業の成果」と書き換え、補助金の交付の
決定により通知された事業の内容及び経費の配分と実績の事業の内容及び経
費の配分とを容易に比較対比することができるように二段書きにし、交付決
定を受けた内容を括弧書きで上段に記入してください。

２ 以下の書類を添えてください。
（１）市町村の補助金検査調書兼確定書（写し）
（２）請負契約書（写し）
（３）出来高設計書

第 号様式（第 条関係）10 12

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

所在地
市町村等長 印

令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業費

補助金年度終了実績報告書

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の（変更）交付の決定があ
りました令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業について、令和 年度の事業を完
了しましたので、高知県畜産競争力強化整備事業費補助金交付要綱第 条第３項の規12

定により報告します。





別記
第１－２号様式（第４条関係）

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

所在地
市町村長

令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業費補助金
（畜産環境対策整備事業）交付申請書

令和 年度において、以下のとおり畜産競争力強化整備事業（畜産環境対策整備事
業）を実施したいので、高知県畜産競争力整備事業費補助金交付要綱第４条第１項の
規定により、補助金 円の交付を申請します。

記

１ 事業の目的（成果）

［新設］







［新設］



［新設］第２－２号様式（第５条関係）

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

提出 市町村長

事業実施主体名
代表者氏名

令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業費補助金
（畜産環境対策整備事業）の交付決定前着工届

令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業費補助金交付要綱第５条ただし書の規
定により 別添事業について 下記条件を了承の上 補助金交付決定前に着工したい、 、 、
ので、届け出ます。

記

１ 補助金の交付の決定を受けるまでの間に、天災地変の事由によって実施した事業
に損失を生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担すること。
２ 補助金の交付の決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しな
い場合においても、異議がないこと。
３ 当該事業については、着工から補助金の交付の決定を受けるまでの期間は、計画
変更は、行わないこと。

別 添



第３－２号様式（第７条関係）

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

所在地
市町村長

令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業費補助金
（畜産環境対策整備事業）中止（廃止）承認申請書

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で交付の決定通知がありまし
た事業について、下記のとおり中止 廃止 したいので、高知県畜産競争力強化整備事( )

業費補助金交付要綱第７条の規定により、その承認を申請します。

記

１ 中止 廃止 の理由( )

２ 中止の期間（廃止の時期）

［新設］



［新設］

２ 添付書類については、補助金交付申請書に添付したものに変更がある
場合についてのみ添えてください。

第４－２号様式（第８条関係）

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

所在地
市町村長

令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業費補助金
（畜産環境対策整備事業）変更承認申請書

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の交付の決定通知があ
りました令和 年度畜産競争力強化整備事業（畜産環境対策整備事業）について下記
のとおり変更したいので、高知県畜産競争力強化整備事業費補助金交付要綱第８条第
１項の規定により、補助金 円の交付を申請します。

記

（注）１ 記の記入要領は、別記第１号様式に準ずるものとします。この場合におい
て、同様式「事業の目的」を「変更の理由」と書き換え、補助金の交付の決
定により通知された事業の内容及び経費の配分と変更後の事業の内容及び経
費の配分とを容易に比較対比することができるように変更部分を二段書きに
し、変更前を括弧書きで上段に記入してください。ただし、当該変更の対象
外となる事項については、省略してください。



［新設］第５－２号様式（第９条関係）

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

所在地
市町村長

令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業費補助金
（畜産環境対策整備事業）遂行状況報告書

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の（変更）交付の決定
通知がありました令和 年度畜産競争力強化整備事業（畜産環境対策整備事業）につ
いて、高知県畜産競争力強化整備事業費補助金交付要綱第９条の規定により、その遂
行状況を下記のとおり報告します。

記

（注）「事業費」の欄には、事業の出来高を金額に換算した額を記入してください。

区分 総事業費

事 業 の 遂 行 状 況

備考までに完了したもの12月31日 以降に実施するもの1月1日

事業費 出来高比率 事業費
事業完了

予定年月日

円 円 ％ 円

令和 年

月 日



［新設］
第６－２号様式（第 条関係）10

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

所在地
市町村長

令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業費補助金
（畜産環境対策整備事業）実績報告書

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の（変更）交付の決定
通知がありました令和 年度畜産競争力強化整備事業（畜産環境対策整備事業）につ
いて、下記のとおり実施したので、高知県畜産競争力強化整備事業費補助金交付要綱
第 条第１項の規定により、その実績を報告します。10

記

（注）１ 記の記入要領は、別記第１号様式に準ずるものとします。

２ 補助金の（変更）交付決定により通知された事業の内容等と事業実績の内
容等とに変更がある場合は、変更内容を容易に比較対比することができるよ
う変更部分を二段書きにし、変更前を括弧書きで上段に記入してください。
なお、当該変更の対象外となる事項については、省略してください。

３ 収支精算の原本証明は、必要ないものとします。



［新設］
第７－２号様式（第 条関係）10

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

市町村長

令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業費補助金
（畜産環境対策整備事業）消費税仕入控除税額等報告書

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の（変更）交付の決定通
知がありました令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業費補助金（畜産環境対策整
備事業）について、高知県畜産競争力強化整備事業費補助金交付要綱第 条第３項の10

規定により、下記のとおり報告します。

記

１ 補助金の確定額 金 円
（令和 年 月 日付け 第 号による確定通知額）

２ 補助金の確定時に減額した消費税仕入控除税額 金 円
３ 消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額等 金 円
４ 補助金返還相当額（３－２） 金 円

（注）記載内容の確認のため、次の資料を添えてください。

なお、間接補助事業者が法人格を有しない組合等の場合は全ての構成員分を添えてくださ

い。

・消費税確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）

・付表２「課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し

・３の金額の積算内訳

・間接補助事業者が消費税法第 条第４項に定める法人等である場合は、同項に規定する特60

５ 当該補助金に関する消費税仕入控除税額等が明らかにならない場合、その状
況を記入

［ ］



（注）消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定

時期も記入してください。

６ 当該補助金に関する消費税仕入控除税額等がない場合、その理由を記入
［ ］

（注）記載内容の確認のため、次の資料を添えてください。

なお、間接補助事業者が法人格を有しない組合等の場合は全ての構成員分を添えてくださ

い。

・免税事業者の場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業者の場合は所

得税）確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）及び損益計算書等、売上高を確

認することができる資料

・簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における消費税確定申告

書（簡易課税用）の写し（税務署の収受印等のあるもの）

・間接補助事業者が消費税法第 条第４項に定める法人等である場合は、同項に規定する60



［新設］第８－２号様式（第 条関係）11

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

所在地
市町村長

令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業費補助金
（畜産環境対策整備事業）概算払請求書

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の（変更）交付の決定通知があ
りました令和 年度畜産競争力強化整備事業（畜産環境対策整備事業）について、下
記により金 円を概算払によって交付されますよう、高知県畜産競争力強化整備
事業費補助金交付要綱第 条第２項の規定により、請求します。11



第９－２号様式（第 条関係）12

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

所在地
市町村長

令和 年高知県畜産競争力強化整備事業費補助金
（畜産環境対策整備事業）繰越承認申請書

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の交付（変更）決定通知のあり
ました令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業（畜産環境対策整備事業）につい
て、令和 年度内にこれを完了することが困難となりましたので、高知県畜産競争力
強化整備事業費補助金交付要綱第 条第１項の規定により、繰越の承認を申請しま12

す。

記

１．理由書
別紙１－２のとおり

２．箇所別調書
別紙２－２のとおり

３．工程表及び位置図
別紙３－２のとおり

［新設］



別紙１－２（第９号様式関係）
理 由 書

事 項 名 高知県畜産競争力強化整備事業費補助金
（畜産環境対策整備事業）

箇 所 名 ○○市町村○○地区

予算額（補助金） 円
うち繰越額 円

繰 越 事 由 ○ ○ ○

＜記載例＞
本地区は、～を目的として、～の整備を行うものであり、令和○○年３月末の完
成を目指していた。
令和○○年○○月に事業実施主体である○○協議会が精査したところ、○○な
ど、再検討せざるを得ず、不測の日数○○か月を要し、年度内の完成が困難となっ
たものである。
なお、本工事については、令和○○年○○月に完成する予定である。

注：１ 理由書は、繰越地区ごとに作成する。
２ 繰越事由の○○○欄には、該当する繰越条件（計画に関する諸条件、設計に
関する諸条件、気象の関係、用地の関係、補償処理の困難又は資材の入手難）
を記載する。
３ 繰越事由の具体的な内容は 「繰越ガイドブック（財務省発行 」の第Ⅱ章の、 ）
第２節明許繰越及び翌債を行う場合の事由等を参考にして記載する。

［新設］



［新設］



第 －２号様式（第 条関係）10 12

第 号
令和 年 月 日

高知県知事 様

所在地
市町村長

令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業費補助金
（ 畜 産 環 境 対 策 整 備 事 業 ） 年 度終 了 実 績 報 告 書

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の（変更）交付の決定があ
りました令和 年度高知県畜産競争力強化整備事業（畜産環境対策整備事業）につい
て、令和 年度の事業を完了しましたので、高知県畜産競争力強化整備事業費補助金
交付要綱第 条第３項の規定により報告します。12

記

（注）１ 記の記入要領は、別記第１号様式に準ずるものとします。この場合におい
て、同様式中「事業の目的」を「事業の成果」と書き換え、補助金の交付の
決定により通知された事業の内容及び経費の配分と実績の事業の内容及び経
費の配分とを容易に比較対比することができるように二段書きにし、交付決
定を受けた内容を括弧書きで上段に記入してください。

２ 以下の書類を添えてください。
（１）市町村の補助金検査調書兼確定書（写し）
（２）請負契約書（写し）
（３）出来高設計書

［新設］



［新設］


